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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第14期は、連結子会社がないため、連結財務諸表を作成しておりません。 

   ３ 第15期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、１株当たり当期純損失が計上されているため、記載しておりま

せん。 

４ 第15期の自己資本利益率及び株価収益率は、当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

  

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (千円) 2,382,869 2,307,559 1,831,935 ― 1,890,552 

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) 79,836 △124,547 △80,860 ― △153,494 

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(千円) 97,653 50,645 10,912 ― △161,029 

純資産額 (千円) 1,504,368 1,249,685 1,135,217 ― 947,010 

総資産額 (千円) 2,169,767 1,623,465 1,620,668 ― 1,249,343 

１株当たり純資産額 (円) 188,046.07 156,210.72 141,902.18 ― 117,699.58 

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) 13,364.39 6,330.64 1,364.05 ― △20,051.00 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 13,162.63 6,316.43 1,360.48 ― ― 

自己資本比率 (％) 69.3 77.0 70.0 ― 75.8 

自己資本利益率 (％) 7.3 3.7 0.9 ― ― 

株価収益率 (倍) 42.0 15.5 116.6 ― ― 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 55,416 △247,119 △71,237 ― △207,760 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △146,074 178,279 255,616 ― 156,084 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 133,800 △110,000 △19,930 ― △2,973 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 697,709 495,070 620,077 ― 475,285 

従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数) 

(人) 
44 

(18)

40

(14)

31

(13)

― 

(―)

81

(14)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第11期から第13期まで及び第15期の持分法を適用した場合の投資利益については、連結財務諸表を作成しておりますので

記載しておりません。さらに第14期は関連会社がないため記載しておりません。 

３ 第14期及び第15期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しており

ません。 

４ 第14期及び第15期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向は、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

５ 第11期より第13期まで及び第15期は連結財務諸表を作成しておりますので、当該期間にかかる営業活動によるキャッシ

ュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー並びに現金及び現金同等物の期末

残高は記載しておりません。 

  

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (千円) 2,347,314 2,288,041 1,831,935 2,108,248 1,784,316 

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) 130,257 △69,317 △80,145 △10,577 △139,392 

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(千円) 132,090 23,159 1,709 △14,157 △146,685 

持分法を適用した場合 
の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ― 

資本金 (千円) 439,250 439,250 439,250 439,408 441,990 

発行済株式総数 (株) 8,000 8,000 8,000 8,002 8,046 

純資産額 (千円) 1,541,056 1,258,888 1,135,217 1,127,768 961,354 

総資産額 (千円) 2,167,252 1,632,578 1,620,668 1,533,914 1,233,399 

１株当たり純資産額 (円) 192,632.08 157,361.05 141,902.18 140,935.81 119,482.29 

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

5,000.00 

(―)

2,500.00

(―)

2,500.00

(―)

1,000.00 

(―)

1,000.00

(―)

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり当期純損
失(△) 

(円) 18,077.23 2,894.97 213.71 △1,769.74 △18,264.96 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 17,804.33 2,888.47 213.15 ― ― 

自己資本比率 (％) 71.1 77.1 70.0 73.5 77.9 

自己資本利益率 (％) 9.7 1.7 0.1 ― ― 

株価収益率 (倍) 31.0 33.9 744.0 ― ― 

配当性向 (％) 30.3 86.4 1,169.8 ― ― 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― △75,790 ― 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― △27,244 ― 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― △19,609 ― 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) ― ― ― 502,081 ― 

従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数) 

(人) 
40 

(18)

40

(14)

31

(13)

27 

(12)

26

(14)



２ 【沿革】 

  

※１ TCP/IP：Transmission Control Protocol/Internet Protocolの略。ネットワークプロトコルのひとつ。プロトコルとはコン

ピュータ同士のデータ通信の際の規約、約束事であり、そのプロトコルで最も普及しているのがTCP/IPであります。 

※２ FCSCサービス：当社独自のコンテンツ・セキュリティセンターによるアンチウイルスサービス。 

  

年月 沿革 

平成３年６月 コンピュータソフトウエアの企画・開発・販売及び輸出入を目的として、東京都渋谷区に資本金

200,000千円をもって株式会社フォーバルクリエーティブを設立 

平成４年３月 ※１TCP/IPセミナーの日本初開催により、日本におけるTCP/IPのリーディングカンパニーとなる 

平成６年12月 (イスラエル)チェックポイント社のファイアウォールソフト「FireWall-１」国内販売 

平成８年８月 本店を東京都文京区に移転 

株主割当増資により資本金350,000千円に増資 

平成10年６月 本店を東京都渋谷区に移転 

(フィンランド)ストーンソフト社のファイアウォール二重化・バックアップソフト 

「StoneBeat」国内販売 

平成10年12月 (イスラエル)チェックポイント社のファイアウォール機能搭載の専用ハードウエア「VPN-１ 

Appliance」国内販売 

平成11年３月 (英国)コンテント社の情報内容管理コンテンツセキュリティソフト「MIMEsweeper」国内販売 

平成11年４月 (米国)ソニックウォール社のソフト、ハード一体化ファイアウォール装置「SonicWALL」国内販

売 

平成11年６月 (米国)ウェブセンス社のインターネットアクセス管理ソフト「WebSENSE」国内販売 

平成11年８月 FireWall-１技術者養成コースを新設し、教育事業を開始 

平成12年９月 ネットワーク・セキュリティ教育事業を拡充し、「セキュリティ教育コース」を新設 

大阪教室開講 

平成13年２月 (英国)ソフォス社のウイルス対策ソフト「Sophos Anti-Virus」国内販売 

平成13年９月 (米国)レインフィニティ社の高信頼性ソリューションソフト「RainWall」国内販売 

平成13年12月 株式会社大阪証券取引所ナスダック・ジャパン(現ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレ

ス」)市場上場。新株発行により、資本金を439,250千円に増資 

平成14年10月 (米国)フォーティネット社の統合セキュリティ装置「FortiGate」国内販売 

平成15年１月 (米国)ゾーンラボ社の中央管理ファイアウォールソフト「Zone Labs Integrity/Integrity 

Desktop」国内販売 

平成15年11月 （独国）アスタロー社のオープンソースアンチウイルス/VPN/ファイアウォール「Astaro 

Security Linux」国内販売 

平成16年２月 ※２FCSCサービス提供を開始 

平成17年５月 本店を東京都世田谷区に移転 

平成17年６月 東京都世田谷区に子会社「株式会社クリエーティブソリューションズ」を設立 



３ 【事業の内容】 

当社を含む企業集団は、株式会社フォーバル（親会社）と当社を含む株式会社フォーバルの子会社14社、関連会社

４社及び当社の子会社１社で構成されており、情報通信機器の販売、通信サービス及び情報通信のネットワーク関連

サービスの提供を中核とした事業を行っております。下記に示すとおり、当社と当社の親会社及びその子会社・関連

会社とは、事業領域が異なっており、競合関係はありません。 

  

当社グループは、当社と連結子会社１社で構成され、当社はITセキュリティ(情報通信の安全確保)に関連する商

品の輸入・販売を行うプロダクトセールス事業及び当該商品に係る保守サポート、アンチウイルスサービス、セキ

ュリティコンサルティング、教育、ネットワーク技術者派遣などのサポートサービス事業を行っており、総合的に

ITセキュリティソリューションを提供することを事業内容としております。 

子会社の株式会社クリエーティブソリューションズは、IPネットワーク及びITセキュリティ分野の管理者・技術

者の人材育成及びアウトソーシング業務を行っております。企業集団についての事業系統図は次のとおりでありま

す。 

  

[事業系統図] 

  

 
  

(注) 株式会社クリエーティブソリューションズは、平成17年６月に設立した当社100％所有の会社です。 

  

  

  

  

機器関連事業 

通信機器関連 

（株）フォーバル（親会社） 

他９社 

情報関連機器 

ＯＡ関連機器 

その他 

ネットワーク関連事業 

通信ネットワーク関連 
（株）フォーバル（親会社） 

（株）フォーバルテレコム（親会社の子会社） 

情報ネットワーク関連 他11社 

ネットワーク・ 

セキュリティサービス 

当社と当社の子会社 

  

その他 
（株）フォーバル（親会社） 

他５社 



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ ㈱フォーバルは、有価証券報告書の提出会社であります。 

２ ㈱クリエーティブソリューションズは、特定子会社であります。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を( )外数で記載しております。 

    ２ 当社グループの事業は、ネットワークセキュリティの提供を中心とした単一セグメントとなっておりますので、事業の種

類別セグメントでの記載はしておりません。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を( )外数で記載しております。 

２ 中途採用者については、支給実績に基づいて年間給与に換算しております。 

３ 年俸制を採用しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループに労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。 

  

名称 住所 資本金
(千円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合又は 
被所有割合(％)

関係内容 

(親会社) 
  
㈱フォーバル (注)１ 東京都渋谷区 4,150,294

機器関連及び
ネットワーク 
関連事業 

被所有 65.87
商品の販売 
役員の兼任３名 

(連結子会社) 
  
㈱クリエーティブソリューションズ 
             (注)２ 

東京都世田谷区 80,000
ネットワーク
サービス事業 所有 100.00

保守サービス等の業務委託
役員の兼任２名 

事業部門の名称 従業員数(人) 

プロダクトセールス事業 12 (  6 ) 

サポートサービス事業 64 (  7 ) 

全社(共通) 5 (  1 ) 

合計 81 ( 14 ) 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

26  ( 14 ) 35.9 3.5 5,993 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度のわが国経済は、景気拡大の持続力が強靭さを増し、その効果は地方経済にも及び出し、企業の

本格的な能力増に向けた設備投資と個人消費の好循環がいよいよ始まり景気拡大の動きが力強さを増してきまし

た。 

当社グループの属するITセキュリティ業界においては、金融業界をはじめとする大手企業や官公庁でのセキュリ

ティ投資が引き続き堅調に行われると共に、個人情報保護法の全面施行や相次ぐ情報漏洩、不正アクセスの増加に

より中堅企業においても情報セキュリティに対する関心は引き続き高く、需要は増加傾向にあるものの、商品やサ

ービス、企業間の競争は益々激化してきており、売上や利益確保が一段と厳しくなってきております。 

このような市場環境のもと、当社グループは引続き営業、企画部門の強化を図り、内部情報漏洩対策商品、コン

テンツセキュリティ商品などの新規商材の市場開拓にも積極的に取り組み、鋭意販売活動を実施し、併せて経費節

減を図り収益力の回復に努めてまいりました。しかしながら当社グループの売上は大手企業向けの主力商品が苦戦

した影響により、業績は当初の予想を下回る結果となりました。 

当連結会計年度中に設立した当社の連結対象子会社である株式会社クリエーティブソリューションズの人材派遣

ビジネスは企業におけるIT技術者の旺盛な需要を背景に順調に推移いたしました。 

その結果、当連結会計年度の連結売上高は1,890百万円となり、経常損失は153百万円、当期純損失は投資有価証

券売却益の計上もありましたが、繰延税金資産の一部を取崩した影響により161百万円となりました。 

事業の部門別業績は次のとおりであります。なお当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、売上高

の前年同期との比較はしておりません。 

   事業部門別の業績を示すと、次のとおりであります。 

  ① プロダクトセールス事業部門 

当事業部門は、競争の激化、前期末商戦後の大型商談の減少などの影響を受け、主力のファイアウォール商品

（ライセンス）の売上は苦戦しました。一方、統合型セキュリティアプライアンス商品は中小企業向けを中心に順

調に売上が推移し、当事業部門の30.9％を占めることとなりました。コンテンツセキュリティ分野(アンチウイル

ス商品、内部情報漏洩対策商品、ウェブ・フィルタリング商品など)の売上は競争の激化を受け苦戦しましたが、

今後も引続き内部情報漏洩に対する内部セキュリティ対策や企業の内部統制強化に対する需要は益々高まることが

予想され、当社グループとしてはこの分野においても引続き収益の拡大を図ってまいります。 

以上の結果、当事業部門の連結売上高は884百万円となりました。また当事業部門の売上比率は46.8％となりま

した。 

  ② サポートサービス事業部門 

当事業部門のうち、サポート（保守）事業は、商品の販売後に継続して安定的に売上が見込めるストック型ビジ

ネスとして当社グループの売上に重要な位置を占めております。サポート売上高は、商品売上の減少の影響を受け

予想を下回る結果となりました。その他当社グループが提供中のアンチウイルスサービスは新規顧客の伸びが鈍化

しましたが、契約件数が当期末で7,100件超となりました。 

当連結会計年度よりネットワーク及びセキュリティ分野の管理者、技術者の人材育成及びアウトソーシング業務

を行う当社100％出資の子会社を設立し順調に売上を伸ばしております。 

以上の結果、当事業部門の売上高は1,005百万円となりました。また当事業部門の連結売上比率は53.2％となり

プロダクトセールス事業部門を上回る結果となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、期首に比べ26百万円減少し、475

百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金の減少は207百万円となりました。収入の主な内訳は、売上債権の減少91百万円であり、支

出の主な内訳は、仕入債務の減少114百万円、子会社の事業に係るロイヤリティーの前払48百万円、未払消費税等

の減少26百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は156百万円となりました。収入の主な内訳は、投資有価証券の売却による収入189

百万円であり、支出の主な内訳は、固定資産の取得による支出35百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は2百万円となりました。これは、株式の発行による収入5百万円と配当金の支払8

百万円によるものであります。 

（注）当連結会計年度より連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、前年同期との比較は行っておりま

せん。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産、受注実績 

当社グループは、生産・受注の形態をとっておりません。 

  

(2) 仕入実績 

当連結会計年度の仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前年同期との比較は行っておりません。 

  

(3) 外注実績 

当連結会計年度の外注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前年同期との比較は行っておりません。 

  

(4) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前年同期との比較は行っておりません。 

２ 当連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門の名称
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

プロダクトセールス事業 (千円) 764,011 

サポートサービス事業 (千円) 635,782 

合計(千円) 1,399,793 

事業部門の名称
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

プロダクトセールス事業 (千円) ― 

サポートサービス事業 (千円) 1,302 

合計(千円) 1,302 

事業部門の名称
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

プロダクトセールス事業 (千円) 884,886 

サポートサービス事業 (千円) 1,005,665 

合計(千円) 1,890,552 

相手先 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

金額(千円) 割合(％) 

ネクストコム㈱ 262,023 13.9 

日本電気通信システム㈱ 253,460 13.4 

ネットワンシステムズ㈱ 252,515 13.4 

㈱データコントロール 189,799 10.0 



３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、今後とも高い収益率を確保するには、提案型営業の強化を通じた更なる営業力の強化、顧客・代

理店満足度の向上、新規事業のスピーディな立ち上げ、そして内部統制システムの構築が重要な課題と認識してお

り、下記施策にてこれらの課題への対応を図ります。 

1) 提案型営業の強化及び業務提携やＭ＆Ａ戦略を積極的に推進する組織の強化拡充 

2) 顧客満足度の更なる向上を目的とした顧客向け技術サポートシステムの改善強化 

3）プロフェッショナルサービス事業の拡大 

4) 人材ビジネスの拡大 

5) 効率的で適法な企業統治体制に向けた内部統制システムの構築 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがありま

す。必ずしもリスク要因に該当しない事項についても、投資家の判断上、重要であると考えられる事項については、

投資家に対する積極的な情報開示の観点から積極的に開示しております。また、当社グループはこれらのリスク発生

の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であります。なお、文中における将来に

関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年６月26日）現在において当社グループが判断したものであります。

①事業環境 

1.競合 

   当社グループの主力商品であるVPN-1/FireWall-1に関して、同商品のベンダーであるチェックポイント社との間で

日本国内での販売代理（ディストリビューション）業務に係る契約を締結している他社は、当連結会計年度末現在、

新日鉄ソリューションズ株式会社、富士通株式会社、ソフトバンクBB株式会社、株式会社アズジェントの４社であり

ます。当社グループは、これらの他社に先駆けて平成７年にチェックポイント社と販売代理契約を締結し、チェック

ポイント社との関係強化、日本でのシェアの確保に努めてまいりました。 

今後、チェックポイント社が日本のディストリビュータを増加させる方針をとる場合や、他のベンダーがVPN-

1/FireWall-1に類似するITセキュリティ商品を当社を経ずに日本国内で販売しようとする場合には、当社グループに

とって新たな競合先が増加する結果となります。当社グループの想定に反し競合先や競合商品が増加し、国内でのデ

ィストリビュータ間の競争が激化した場合には、当社グループの市場シェアの低下や価格競争による利益率の低下そ

の他の要因により、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

2.取扱商品の選別 

当社グループは、日本国内で販売するITセキュリティ商品の選別にあたって、海外のベンダーの新商品開発情報や

市場として先行しているアメリカ等の海外での商品の販売状況を分析し、それらを基に、日本での需要を想定し、当

社グループ取扱商品を選別しております。当社グループは、海外のITセキュリティ商品のベンダーやディストリビュ

ータとのネットワークを構築することにより、これらの情報の獲得に努めております。しかし、当社グループが選別

した商品の販売代理店権をベンダーから当社グループが受入れ可能な条件で取得できるという保証はありません。 

また、当社グループの取扱商品の選別が適切でなく、当社グループが仕入販売すると決定した商品が日本市場で受

入れられなかった場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。更に、当社グループが選択しな

かった商品が他のディストリビュータにより仕入販売され、日本国内で成功するなど、当社グループが判断を誤り、

当社グループの収益機会を逃す可能性もあります。 

3.人材の採用難 

当社グループの内人材派遣を行う子会社は現在初級レベルの人材を社員として採用し、技術研修の上ベンダーの初

級レベルの資格を取得させ顧客会社に派遣を行っていますが、今後継続して必要な人材が充分な数でタイムリーに採

用しうるとの保証はありません。子会社は引き続きホームページ等を通じて採用活動を継続しますが、応募者が充分

でなく採用できる人数が限られ、これに対して適切に対応できない場合、当社グループの事業に重大な影響が生じる

ことがあります。 



  

②財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動 

1.季節変動性について 

当社グループの取扱商品のユーザーは、法人ユーザーであり、決算月の集中する３月、９月に当社グループの売上

高が偏重する傾向にあります。このため、これらの月の営業活動の状況が当社グループの業績に大きな影響を与える

可能性があります。 

2.特別損益等について 

   当社グループの投資有価証券の運用については、当社グループの事業と関連のある相手先に対し、事業運営のため

の協力関係の強化を目的に投資していく方針であります。今後も、海外のベンダーに対する投資や、国内の二次代理

店、システムインテグレータ等への投資を行う可能性があり、これらについては、売買損益、評価損益等が当社グル

ープの業績に影響を与える可能性があります。 

3.Coop-Fundについて 

   当社グループは仕入先である複数のベンダーより、仕入割戻(当社グループが行ったベンダー商品の広告掲載、販

売促進物の作成等に要した費用の補填)を受け入れております。最近の実績につきましては、前事業年度は41百万

円、当連結会計年度は57百万円となっております。仕入割戻しはベンダーの裁量によって決定されるものであり、書

面による契約等はありません。そのため、ベンダーの営業政策により変更されることも想定され、当社グループの業

績変動要因の１つとなり得る可能性があります。 

4.為替の影響について 

   当社グループは海外のベンダーから直接商品を仕入れているため、そのうち外貨建で仕入れているものについて、

為替変動の影響を受けております。当社グループ商品仕入高のうち、外貨建仕入の割合は、当連結会計年度において

は21.6%となっております。当社グループは、為替の影響を極力排除しようとする目的から、円建取引への移行を進

めたいと考えておりますが、今後のベンダーとの取引条件次第によっては、外貨建取引の数量割合が増加する可能性

もあり、その場合には、為替変動による当社グループの業績への影響度合いが増加します。 

  

③特定の取引先・製品・技術等への依存 

1.特定の販売先への依存 

当社グループはディストリビュータとしてシステムインテグレータ等に対し営業活動を行っており、販売先は50社

を超えております。しかし、当社グループの当連結会計年度売上高のうち50%超は、ネクストコム株式会社、日本電

気通信システム株式会社、ネットワンシステムズ株式会社、株式会社データコントロールの販売先上位４社に依存し

ております。当社グループとしては、今後も現在の主要販売先が販売額のかなりの部分を占めると想定しますが、こ

うした販売先との取引が今後も引き続き安定的に推移する保証はありません。 

また、これまでに主要販売先からの売掛金の回収については問題となったことはありませんが、今後、販売先から

の売掛金の回収に何らかの問題が生じた場合、ベンダーへの支払いや当社グループの資金繰り、業績に影響を与える

可能性があります。 

2.特定の商品への依存 

当社グループの現在の主力商品は、チェックポイント社の「VPN-1/FireWall-1」であり、同商品は、ITセキュリテ

ィ商品の代表的な商品であり、日本における普及度は他の競合商品に比べて高いと推定されます。当社グループのプ

ロダクトセールス事業における同商品への依存度は、前事業年度58.6%、当連結会計年度59.6%となっており、サポー

トサービス事業も同様に、同商品への依存度が高くなっております。そのため、何らかの要因により同商品の市場競

争力が急激に低下した場合や，同商品のベンダーであるチェックポイント社に経営不振その他の業務上の問題が発生

した場合、または同社と当社グループの間の販売代理契約が何らかの理由で終了した場合等には、当社グループの業

績は重大な影響を受ける可能性があります。 

   当社グループは今後、プロダクトセールス事業において、その他の取扱商品の拡充を図ることにより、同商品の対



売上高構成比を低下させていく方針であります。しかし、当社グループの想定どおりにその他取扱商品の事業が拡大し

ていく保証はなく、将来においても当社グループの業績は特定の商品の販売動向に大きな影響を受ける可能性があり

ます。 

3.技術の変容 

当社グループの既存の商品とサービスが今後登場する商品に対して技術的・価格的な優位を保持しうるとの保証は

ありません。当社グループが活動する市場は急速な技術的変容、顧客のニーズ・選好の変遷、頻繁な新商品の登場、

業界標準の急速な進化を特徴としております。このような変化に当社グループが敏速に対応し得ない場合、当社グル

ープの事業に重大な影響が生じることがあります。斬新な技術を実装した新商品の登場、或いは、新たな業界標準の

登場により、当社グループの既存の商品が陳腐化し商品性を失うことがあり得ます。当社グループは技術の進化を継

続的に観察し、商品と市場の変容の兆しを捉え、他社に先んじて変化をむしろ商機として捉えることに鋭意、注力し

ていますが、かかる努力が常に結実しうるとの保証はありません。 

4.特定の人材への依存 

現在、人材派遣を行う当社グループ子会社の社員の殆どは初級レベルの技術者であり、市場の急速な技術的変容や

顧客の幅広いニーズに対して当社グループが適切に対応できうるとの保証はありません。当子会社は今後中級、上級

レベルの社員も採用し、全社員に対して継続して市場の要請する研修教育を実施し技術レベルを上げてまいります

が、それが適切かつ充分でありまたタイムリーに実施され必要な人材が充分に育成しうるとの保証はなく、その場

合、当社グループの事業に大きな影響を与える可能性があります。 

  

④特有の法的規制・取引慣行・経営方針 

ベンダーとの契約 

当社グループは、仕入先であるベンダーと販売代理業務（ディストリビューション）に関する基本契約を締結し、

それらの契約に基づいて、ディストリビュータ（一次代理店）として日本国内で販売代理業務を展開しております。

契約期間は概ね１年であり、契約当事者からの解約の申し出がない限り以後１年間毎の自動更新となっております。

当社グループを含めたディストリビュータは、ベンダーとの契約に基づいて、ITセキュリティ商品の販売促進、販

売、納入、ベンダーへの定期的な市場環境の報告、ユーザーへのサポートサービス等を行います。また、大半の契約

は非独占契約となっております。 

当連結会計年度末現在、当社グループは10のベンダーと販売代理契約を締結し、その商品を販売しております。こ

れらの契約の中には、次のような条項が定められているものがあります。 

(イ)ベンダーは、事前の告知により価格の改定が可能な旨 

(ロ)事前の告知があれば、契約期間内であっても相手方の同意なく解約が可能な旨 

(ハ)著作権、知的財産権等に関する訴訟が発生し損害賠償の責任が生じた場合において、ベンダーが保証する賠償の

範囲は仕入代金に限られる旨 

      (イ)については、過去においてそのような条件が一方的に当社グループに提示された事例はありませんが、当社

グループにとって不利な条件が提示される可能性を含んでおります。（ロ）については、一般に当社グループ及びベ

ンダー双方にリスクを生じさせる結果となるものです。（ハ）については、現在までに同条項を含む契約に係る商品

につき、国内外で重大な訴訟・クレーム等が発生した事実は認識しておりません。仕入商品の決定時には、ベンダー

に対するヒアリングを行い、知的財産権の存否等を確認しております。また、商品によっては、国際特許事務所への

調査依頼を実施し、知的財産権に関する訴訟・クレームの発生の有無、類似する知的財産権の存否を確認しておりま

す。このように、上記(イ)(ロ)(ハ)に掲げる条項がベンダーにより行使される可能性は低いものと思われますが、何

らかの事情により現実のものとなった場合には当社グループの業績に多大な影響を与える可能性があります。また、

これらの条項を含んでいない契約についても、契約内容に大幅な変更があった場合、あるいは契約が何らかの理由で

終了し、または更新されなかった場合には、当社グループの事業拡大に制約が生じる可能性があります。 

  



⑤その他 

情報管理体制 

当社グループはITセキュリティ商品、サービスを取り扱っていることから、社内の情報管理には十分な注意を払っ

ております。具体的には、社内システムは複数のファイアウォール、アンチウィルスシステム、メールチェックシス

テムにより保護され、セキュリティの信頼性を高めております。また、主要サーバは複数台が別の建物内に設置さ

れ、事故、障害時に迅速に回復できるよう予め待機状態となっております。さらに、保守契約ユーザに関するデータ

は、社内ネットワークへのパスワードのみならず、サーバデータへのアクセスも制限されており、社外からのサーバ

へのアクセスも暗号化されたシステム構成となっております。しかしながら、意図せざるシステム障害、誤操作その

他によるデータの漏洩などが生じた場合、会社の信用を失墜し、損害賠償請求を受ける可能性があり、それに伴い、

業績に悪影響を与える可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

  

６ 【研究開発活動】 

当社は、基本的に海外ベンダーの商品を輸入し国内販売しており、現段階で新商品等への研究開発活動は行ってお

りません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析・検討内容は以下のとおりであります。なお、文中における将来に

関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。 

  (1) 財政状態の分析 

 当連結会計年度の財政状態は以下のとおりであります。 

なお、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、財務内容の増減分析は行っておりませ

ん。 

  

  

①資産 

資産は1,249,343千円となりました。うち流動資産は1,069,144千円で、主なものは現金及び預金146,206千円、

売上債権403,875千円、有価証券329,078千円です。固定資産は180,199千円で、主なものは本社内装工事及び事務

機器等の有形固定資産36,895千円、投資有価証券58,735千円、本社事務所賃借に伴う保証金29,338千円です。 

  

②負債 

負債は302,332千円となりました。うち流動負債は288,503千円で、主なものは買掛金211,845千円、未払金

36,191千円です。固定負債は13,829千円で、その全額が退職給付引当金です。 

  

③資本 

資本は947,010千円となりました。うち資本金は441,990千円で、資本剰余金は134,290千円、利益剰余金は

402,458千円、その他有価証券評価差額金は△31,729千円です。 

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

㈱フォーバル 

クリエーティブ 

Check Point  

Software 

Technologies 

Ltd. 

イスラエル FireWall-１ 

Meta IP他 

チェックポイント社取

扱製品の日本国内にお

ける販売代理業務に関

する基本契約 

平成17年２月23日から 

平成18年２月22日まで 

(１年毎の自動更新) 

㈱フォーバル 

クリエーティブ 

Websense,Inc. アメリカ Websense ウェブセンス社取扱製

品の日本国内における

販売代理業務に関する

基本契約 

平成17年６月１日から 

平成18年５月31日まで 

(１年毎の自動更新) 

㈱フォーバル 

クリエーティブ 

Fortinet,Inc. アメリカ FortiGate フォーティネット社取

扱製品の日本国内にお

ける販売代理業務に関

する基本契約 

平成17年７月11日から 

平成18年７月10日まで 

(１年毎の自動更新) 

区分 金額(千円) 

資産の部 1,249,343 

負債の部 302,332 

資本の部 947,010 



(2) 経営成績 

 当連結会計年度の経営成績は以下のとおりであります。 

なお、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、財務内容の増減分析は行っておりませ

ん。 

  

  

①売上高 

売上高の内訳は、プロダクトセールス事業884,886千円、サポートサービス事業1,005,665千円で合計1,890,552

千円となりました。 

  

②営業損失 

営業損失は、製品及び保守の仕入、保守サービスに係る人件費等の売上原価が1,568,872千円、販売費及び一般

管理費が483,460千円計上され161,780千円となりました。 

  

③経常損失 

経常損失は、有価証券利息の収入7,889千円が計上され153,494千円となりました。 

  

④当期純損失 

当期純損失は、投資有価証券の売却益90,219千円の計上はありましたが、繰延税金資産の一部を取崩したこと

等により161,029千円となりました。 

  

 (3) キャッシュ・フローの分析 

  「１［業績等の概要］(2)キャッシュ・フローの状況」を参照願います。 

  

(4) 経営者の問題意識と今後の方針について 

セキュリティ市場はブロードバンド環境の急速な普及に伴い、従来の大企業を中心とした市場に加えて中小

零細規模企業においてもセキュリティ対策の必要性の認識が大幅に高まっています。また、セキュリティ対策

も外部からの不正アクセスやウィルス対策などネットワークを経由した外部からの脅威への対応に加えて内部

情報漏洩をはじめとした内部セキュリティ対策や従来の対策では防ぎきれないコンテンツに対する脅威への対

策が必要とされています。 

一方、個人情報保護法や会社法、日本版SOX法などの施行を通じて企業におけるコンプライアンス、内部統

制の強化が義務付けられるなど企業経営にとってITセキュリティへの投資は更に重要な要素になっていきま

す。このような環境を背景に、セキュリティ市場は引続き高い成長をしていくものと予測しております。 

当社グループは今後ともITセキュリティ事業に継続的に注力し、下記の４点を中長期的な経営戦略の柱とし

て、取り組んでまいります。 

区分 金額(千円) 

売上高 1,890,552 

営業損失 161,780 

経常損失 153,494 

当期純損失 161,029 



①当社の主力市場である大手企業、官公庁市場に加えて、中小規模顧客をターゲットとして営業基盤の拡大強

化を図り、継続して高い成長率、収益率を目指します。営業基盤の拡大にあたっては、提案型営業の強化を

図り、またフォーバル・グループの直販部隊との連携を通じたグループ相乗効果を最大化し、顧客への価値

提供に向け、より細やかな対応を図ります。 

②当社グループの主力領域である境界セキュリティ分野においては、取扱商品の選択と集中を図りより高い利

益率を確保すると共に、企業の内部統制強化の動きや、日本版SOX法の施行を控え、情報漏洩対策などの内

部セキュリティ分野、情報のアーカイブやログ保存の分野、そしてウェブ・セキュリティ分野へも積極的に

取り組んでまいります。 

③サービスビジネス分野については、現在提供中のウイルス対策サービス事業に加え、人材ビジネスの拡大や

マネジド・セキュリティ・サービス、セキュリティコンサルティング、導入設置サービスなどのプロフェッ

ショナルサービス分野についても有望な新規案件を積極的に発掘、展開していきます。 

④上記①～③を短期間で実現するために、より一層の経営陣の強化を図り、業務提携やＭ＆Ａなどの戦略を積

極的に推進してまいります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度において、本社の移転を実施したことにより事務所内装工事に17,616千円投資いたしました。こ

れに伴い、旧本社の事務所内装工事10,097千円を除却いたしました。設備の新設、設備の除却はいずれも計画通りに

実施いたしました。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

  提出会社 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員の( )は、臨時従業員数を外書しております。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業部門 設備の内容

帳簿価額 
従業員数
(人) 建物

(千円) 
器具備品
(千円) 

合計 
(千円) 

本社 
(東京都世田谷区) 

全事業及び管理部門 

事務所
事務所内装工事 
事務機器 
検証機器 

15,323 21,042 36,366  26 (14 ) 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) １ 新株引受権(ストックオプション)の行使によるものであります。 

２ 提出日現在発行数には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権(旧商法に基づく新株引受権

を含む)の行使により発行された株式数は含まれておりません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 28,000 

計 28,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 8,046 8,047 
大阪証券取引所
(ヘラクレス市場) 

― 

計 8,046 8,047(注)１、２ ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 
提出会社に対して、新株の発行を請求できる権利（旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権並びに旧商法第
280条ノ20及び同第280条ノ21の規定に基づく新株予約権）に関する事項は次のとおりであります。 
 ①新株引受権 

平成12年８月７日臨時株主総会決議 
  

  
  

平成13年10月19日臨時株主総会決議 
  

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる 
株式の種類 

普通株式 同左 

新株予約権の目的となる 
株式の数 

145株 同左 

新株予約権の行使時の 
払込金額 

326,600円 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成14年８月７日
至 平成22年８月６日 

同左

新株予約権の行使により 
株式を発行する場合の株 
式の発行価格及び資本組 
入額 

発行価格  326,600円
資本組入額 163,300円 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者(以下、「新
株予約権者」という。)は、権利行使時に
おいても、当社の取締役または従業員の
地位にあることを要するものとする。た
だし、新株予約権者が、任期満了・定年
による退任・退職、または会社都合によ
りこれらの地位を失った場合はこの限り
ではない。 
その他の条件については、平成12年８月
７日開催の当社臨時株主総会および新株
予約権発行の取締役会決議に基づき、当
社と新株予約権者との間で締結する新株
引受権付与契約に定めるところによる。 

同左

新株予約権の譲渡に関す
る事項 

新株予約権の譲渡、質入その他の処分は
認めない。 

同左

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる 
株式の種類 

普通株式 同左 

新株予約権の目的となる 
株式の数 

  17株 16株 

新株予約権の行使時の 
払込金額 

158,000円 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年10月23日
至 平成23年10月18日 

同左 

新株予約権の行使により 
株式を発行する場合の株 
式の発行価格及び資本組 
入額 

発行価格  158,000円
資本組入額  79,000円 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者(以下、「新
株予約権者」という。)は、権利行使時に
おいても、当社の取締役または従業員の
地位にあることを要するものとする。た
だし、新株予約権者が、任期満了・定年
による退任・退職、または会社都合によ
りこれらの地位を失った場合はこの限り
ではない。 
その他の条件については、平成13年10月
19日開催の当社臨時株主総会および新株
予約権発行の取締役会決議に基づき、当
社と新株予約権者との間で締結する新株
引受権付与契約に定めるところによる。 

同左

新株予約権の譲渡に関す
る事項 

新株予約権の譲渡、質入その他の処分は
認めない。 

同左 



 ②新株予約権 

平成14年６月27日定時株主総会決議 

  

平成15年６月25日定時株主総会決議 

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数 115個 同左 

新株予約権の目的となる株
式の種類 

普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株
式の数 

115株 同左 

新株予約権の行使時の払込
金額 

299,091円 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年７月１日
至 平成24年６月27日 

同左 

新株予約権の行使により株
式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 

発行価格  299,091円
資本組入額 149,546円 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者(以下、
「新株予約権者」という。)は、権利行
使時においても、当社の取締役または従
業員の地位にあることを要するものとす
る。ただし、新株予約権者が、任期満
了・定年による退任・退職、または会社
都合によりこれらの地位を失った場合は
この限りではない。 
その他の条件については、平成14年６月
27日開催の当社定時株主総会および新株
予約権発行の取締役会決議に基づき、当
社と新株予約権者との間で締結する新株
予約権割当契約書に定めるところによ
る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する
事項 

新株予約権を譲渡するには取締役会の承
認を要する。 

同左 

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数 80個 同左 

新株予約権の目的となる株
式の種類 

普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株
式の数 

80株 同左 

新株予約権の行使時の払込
金額 

113,334円 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月１日
至 平成25年６月25日 

同左 

新株予約権の行使により株
式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 

発行価格  113,334円
資本組入額 56,667円 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者(以下、
「新株予約権者」という。)は、権利行
使時においても、当社の取締役の地位に
あることを要するものとする。ただし、
新株予約権者が、任期満了による退任そ
の他正当な理由のある場合にはこの限り
ではない。 
その他の条件については、平成15年６月
25日開催の当社定時株主総会および新株
予約権発行の取締役会決議に基づき、当
社と新株予約権者との間で締結する新株
予約権割当契約書に定めるところによ
る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する
事項 

新株予約権を譲渡するには取締役会の承
認を要する。 

同左 



平成16年６月26日定時株主総会決議 

  

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数 40個 同左 

新株予約権の目的となる株
式の種類 

普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株
式の数 

40株 同左 

新株予約権の行使時の払込
金額 

292,400円 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日
至 平成26年６月25日 

同左 

新株予約権の行使により株
式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 

発行価格  292,400円
資本組入額 146,200円 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者(以下、
「新株予約権者」という。)は、権利行
使時においても、当社の取締役の地位に
あることを要するものとする。ただし、
新株予約権者が、任期満了による退任そ
の他正当な理由のある場合にはこの限り
ではない。 
その他の条件については、平成16年６月
26日開催の当社定時株主総会および新株
予約権発行の取締役会決議に基づき、当
社と新株予約権者との間で締結する新株
予約権割当契約書に定めるところによ
る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する
事項 

新株予約権を譲渡するには取締役会の承
認を要する。 

同左 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注)1. 株式公開に伴う有償一般募集(ブックビルディング方式)による新株発行 

      2. 新株引受権（ストックオプション）の行使によるものであります。 

      3. 新株引受権（ストックオプション）及び新株予約権（ストックオプション）の行使によるものであります。 

   4. 平成18年４月１日から平成18年５月31日までの間に、新株引受権（ストックオプション）の行使により、発行済株式総数が

１株、資本金が79千円及び資本準備金が79千円増加しております。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成13年12月10日(注)
1 

1,000 8,000 89,250 439,250 131,550 131,550 

平成16年４月１日～ 
平成17年３月31日

(注)2 
2 8,002 158 439,408 158 131,708 

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日

(注)3 
44 8,046 2,582 441,990 2,582 134,290 

発行価格 240,000円

引受価額 220,800円

資本組入額 89,250円

区分 

株式の状況 

端株の状況
(株) 政府及び 

地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数(人) ― 2 8 6 2 1 824 843 － 

所有株式数 
(株) 

― 65 48 5,310 28 1 2,594 8,046 － 

所有株式数 
の割合(％) 

― 0.81 0.60 65.99 0.35 0.01 32.24 100.00 － 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数の 
割合(％) 

株式会社フォーバル 東京都渋谷区神宮前５－５２－２ 5,300 65.87

鈴木 智博 石川県金沢市 228 2.83

林  雪鋼 福岡県福岡市 101 1.26

坂本  誠 高知県高岡郡檮原町 100 1.24

田中 泰博 北海道札幌市 72 0.89

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２－４－６ 59 0.73

菅原 泰男 東京都港区 50 0.62

浦野 義朗 東京都江戸川区 45 0.56

佐藤 互郎 東京都杉並区 39 0.48

織田 敏昭 岡山県岡山市 38 0.47

計 ― 6,032 74.97



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づき新株

引受権を付与する方法並びに旧商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法によ

るものであります。 

当該制度の内容は、以下のとおりであります。 

 (平成12年８月７日臨時株主総会決議) 

旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づき、平成12年８月７日臨時株主総会終結の時に在任する当社取締役及び同

日に在籍する当社使用人に対し新株引受権を付与することを、平成12年８月７日の臨時株主総会において決議され

たものであります。 
  

(注) １ 会社が株式分割又は株式併合を行う場合、未行使の新株引受権の目的たる株式は、次の算式により調整し、調整により生

ずる１株未満の端数は切り捨てる。 

   調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２ 会社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上

げる。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  8,046 8,046     ― 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数       8,046 ― ― 

総株主の議決権 ― 8,046     ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

決議年月日 平成12年８月７日 

付与対象者の区分及び人数 取締役２名、使用人20名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 616株(注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。(注)２ 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

調整後発行価額＝ 調整前発行価額× 
１ 

分割・併合の比率



 (平成13年10月19日臨時株主総会決議) 

旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づき、平成13年10月19日臨時株主総会終結の時に在任する当社取締役及び同

日に在籍する当社使用人に対し新株引受権を付与することを、平成13年10月19日の臨時株主総会において決議され

たものであります。 
  

(注) １ 会社が株式分割又は株式併合を行う場合、未行使の新株引受権の目的たる株式は、次の算式により調整し、調整により生

ずる１株未満の端数は切り捨てる。 

   調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２ 会社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上

げる。 

  
  

 (平成14年６月27日定時株主総会決議) 

旧商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規定に基づき、平成14年６月27日第11期定時株主総会終結の時に在任す

る当社取締役(社外取締役を除く)及び同日に在籍する当社使用人に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発

行することを、平成14年６月27日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

  

(注) １ 会社が株式分割又は株式併合を行う場合、未行使の新株引受権の目的たる株式は、次の算式により調整し、調整により生

ずる１株未満の端数は切り捨てる。 

   調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２ 会社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上

げる。 

  

決議年月日 平成13年10月19日 

付与対象者の区分及び人数 使用人15名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 70株(注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。(注)２ 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

調整後発行価額＝ 調整前発行価額× 
１ 

分割・併合の比率

決議年月日 平成14年６月27日 

付与対象者の区分及び人数 取締役３名及び使用人２名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 205株 (注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。(注)２ 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

調整後発行価額＝ 調整前発行価額× 
１ 

分割・併合の比率



 (平成15年６月25日定時株主総会決議) 

旧商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規定に基づき、平成15年６月25日第12期定時株主総会終結の時に在任す

る当社取締役(社外取締役を除く)に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成15年６月25

日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

  

(注) 各新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額 

新株予約権発行後、当社普通株式の分割または併合が行われる場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げる。 

その他当社が取締役会決議により定める一定の場合にも適宜調整される。 
  
  

(平成16年６月26日定時株主総会決議) 

旧商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規定に基づき、平成16年６月26日第13期定時株主総会終結の時に在任す

る当社取締役(社外取締役を除く)に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成16年６月26

日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

  

(注) 各新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額 

新株予約権発行後、当社普通株式の分割または併合が行われる場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げる。 

その他当社が取締役会決議により定める一定の場合にも適宜調整される。 
  
  

  

決議年月日 平成15年６月25日 

付与対象者の区分及び人数 取締役１名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 120株 

新株予約権の行使時の払込金額 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。(注) 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

調整後行使価額＝ 調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率

決議年月日 平成16年６月26日 

付与対象者の区分及び人数 取締役１名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 40株 

新株予約権の行使時の払込金額 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。(注) 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

調整後行使価額＝ 調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率



(平成18年６月24日定時株主総会決議) 

旧商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規定に基づき、平成18年６月24日第15期定時株主総会終結の時に在任す

る当社取締役(社外取締役を除く)に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成18年６月24

日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

  

（注）１ 取締役会決議による付与対象者の人数は確定しておりませんので、人数の記載はしておりません。 

２ 新株予約権の目的たる株式の種類および数 

当社普通株式220株を上限とする。 

なお、下記３により付与株式数(以下に定義する。)が調整される場合には、当該調整後の付与株式数に

発行する新株予約権の総数を乗じた数に調整されるものとする。 

３ 発行する新株予約権の総数 

220個を上限とする。 

なお、新株予約権１個あたりの目的たる株式の数(以下、「付与株式数」という。)は１株とする。ただ

し、当社普通株式の分割又は併合が行われる場合には、付与株式数は当該株式の分割又は併合の比率に応

じて比例的に調整されるものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使

していない付与株式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合には、これを切り捨

てるものとする。 

その他当社が取締役会決議により定める一定の場合にも適宜調整される。 

４ 各新株予約権の発行価額 

無償とする。 

５ 各新株予約権の行使に際して払い込みをすべき金額 

各新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く。）の大阪証券取

引所ニッポン・ニュー・マーケット-「ヘラクレス」市場における当社普通株式の終値の平均値（１円未満

の端数は切り上げる。以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。 

ただし、当該行使価額が新株予約権を発行する日の前営業日の大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マー

ケット-「ヘラクレス」市場の当社普通株式の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）

を下回る場合は、当該終値を行使価額とする。 

なお、新株予約権発行後、当社普通株式の分割又は併合が行われる場合には、次の算式により行使価額

を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

その他当社が取締役会決議により定める一定の場合にも適宜調整される。 

決議年月日 平成18年６月24日 

付与対象者の区分及び人数 取締役（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 220株を上限とする(注)２、３ 

新株予約権の行使時の払込金額 （注）５ 

新株予約権の行使期間 自平成20年７月１日至平成28年６月25日

新株予約権の行使の条件 （注）６、７ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）８ 

       調整後行使価額＝調整前行使価額 ×  
１ 

分割・併合の比率 



     ６ 新株予約権の行使の条件 

①  各新株予約権の一部行使は認められない。 

②  対象者は、新株予約権の行使時においても、当社の取締役の地位（以下「権利行使資格」という。）に

あることを要す。ただし、任期満了による退任その他正当な理由のある場合には以下の取扱いとする。 

（ⅰ）  対象者が新株予約権行使期間の開始前に権利行使資格を喪失した場合、新株予約権の行使期間開始

後１年経過する日までの期間に限り、対象者（または対象者死亡の場合は対象者の相続人）は、未行

使の新株予約権を行使することができる。 

        （ii）   また、対象者が新株予約権の行使期間の開始後に権利行使資格を喪失した場合、権利行使資格喪失

後１年経過する日までの期間に限り、対象者（または対象者死亡の場合は対象者の相続人）は、権利

行使資格喪失時に未行使の新株予約権を行使することができる。 

     ③  その他の権利行使の条件は、新株予約権発行の取締役会決議において定めるところによる。 

７ 新株予約権の消却事由及び条件 

① 当社は、対象者が６②または③に基づいて権利行使できなくなった場合、または当社と対象者との間の

新株予約権の割当に関する契約に重大な違反があった場合には、その新株予約権を無償で消却すること

ができる。 

② 当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換承認

の議案もしくは株式移転の議案が株主総会で承認されたときは、新株予約権は無償で消却することがで

きる。 

③ 対象者が新株予約権の全部または一部を放棄した場合は、当社は当該対象者に発行された新株予約権を

無償で消却することができる。 

        ８ 新株予約権の譲渡制限 

          新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

  



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

 当社は、高い利益率を確保し株主への利益配分を重要な経営課題として認識しており、企業財務体質の強化、ネ

ットワーク設備投資及び商品開発や販売権獲得に向けた戦略的投資等の事業展開のための内部留保を十分に考慮し

ながらも、業績に応じた配当をこれまで継続的に実施しており、今後とも株主に対する利益配当を安定的に実施す

る方針であります。 

当事業年度の利益配当金につきましては、継続的な安定配当のもと、1株につき1,000円としております。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は大阪証券取引所ヘラクレス市場におけるものです。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は大阪証券取引所ヘラクレス市場におけるものです。 

  

該当事項はありません。   

該当事項はありません。   

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 1,110,000 650,000 230,000 443,000 367,000 

最低(円) 484,000 89,000 81,000 135,000 140,000 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 279,000 240,000 240,000 267,000 278,000 258,000 

最低(円) 233,000 218,000 210,000 190,000 140,000 160,000 



５ 【役員の状況】 

  

(注)１ 取締役齋藤浩幸及び春日原森は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役米澤三千雄及び橋本勇は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

代表取締役 
会長 
  

  大久保 秀 夫 昭和29年10月２日生

昭和52年４月
昭和55年９月 

  
昭和61年12月 

  
平成７年４月 

  
平成14年２月 
  
平成16年６月 
平成17年６月 

株式会社キャラバン入社
株式会社フォーバル設立代表取締
役社長 
有限会社エス・エヌ・ケー設立代
表取締役社長(現任) 
株式会社フォーバルテレコム代表
取締役社長 
株式会社フォーバルテレコム代表
取締役会長 (現任) 
当社代表取締役会長 (現任) 
株式会社フォーバル 
代表取締役会長兼社長 (現任) 

―

代表取締役 
社長   金   住 治 昭和35年12月16日生

平成17年10月
  

平成18年５月 
平成18年６月 

  

株式会社フォーバル入社経営戦略
本部副本部長 
当社顧問 
株式会社フォーバル取締役（現
任) 
当社代表取締役社長（現任） 

―

常務取締役   森 田 次 朗 昭和40年２月22日生
平成18年６月

  
株式会社フォーバル入社
当社顧問 
当社常務取締役（現任） 

―

取締役 

営業本部長兼 
セキュリティ 
サービス事業 
部長 

浦 野 義 朗 昭和23年１月25日生

昭和55年７月
平成15年５月 
平成15年６月 
平成17年６月 

  
平成18年６月 

キヤノン販売株式会社入社 
当社入社社長付 
当社代表取締役社長 
株式会社クリエーティブソリュー
ションズ代表取締役社長（現任） 
当社取締役(現任) 
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取締役 
管理本部長兼 
技術本部長 

阪 野 保 雄 昭和28年８月11日生

平成12年４月
平成12年10月 
平成12年12月 
平成14年10月 
平成15年12月 

  
平成17年６月 

トヨタカローラ八戸株式会社入社 
当社入社経営企画室ディレクター 
当社取締役管理部長 
当社取締役管理本部長 
当社取締役管理本部長兼技術本部
長 (現任) 
株式会社クリエーティブソリュー
ションズ取締役（現任） 

2

取締役   
齋  藤  浩  幸 
(William H. Saito) 昭和46年３月23日生

平成３年11月
  

平成12年10月 
  

平成13年９月 
  

平成17年４月 
平成17年６月 

  
平成18年４月 

I/O Software,Inc.(米国、カリフ
ォルニア州）会長兼社長兼ＣＥＯ 
米国防総省ＩＴセキュアー・アド 
バイザー（現任） 
米カリフォルニア大学リバーサイ
ド校 助教授（現任） 
株式会社フォーバル入社 
同社取締役副社長 
当社取締役（現任） 
株式会社フォーバル取締役副社長
兼技術本部長（現任） 

―

取締役   春日原   森 昭和44年12月15日生
平成18年４月

  
平成18年６月 

ジェネサス株式会社設立代表取締
役社長（現任） 
当社取締役（現任） 

―

常勤監査役   下 條 利 秋 昭和22年10月30日生

平成７年９月
  

平成９年４月 
平成15年６月 

  
平成16年６月 
平成17年６月 

株式会社フォーバル入社経理部副
部長 
同社経理部部長 
株式会社フォーバルテレコム監査
役 
PPOL,Inc. CFO就任 
当社入社 
当社監査役 (現任) 

―

監査役   米 澤 三千雄 昭和15年７月16日生

平成７年９月
平成12年６月 

  
  

平成13年６月 
平成16年６月 

株式会社フォーバル入社
同社常勤監査役就任 
株式会社フォーバルテレコム監査
役 
当社監査役 (現任) 
株式会社フォーバル監査役 (現
任) 
株式会社フォーバルテレコム常勤
監査役 (現任) 

―

監査役   橋 本   勇 昭和20年７月16日生
昭和44年７月
昭和61年４月 
平成13年10月 

自治省(現 総務省)入省
弁護士登録 
当社監査役 (現任) 

―
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 (1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方  

当社は、経営の基本方針を実現するために、コーポレート・ガバナンスを経営上の重要課題のひとつとして取り組み、経営

組織体制や管理の仕組みを整備強化し、下記のような基本的な考え方で必要な対策を実施してまいります。 

① 経営の透明性及び健全性の確保 

② 迅速かつ公平な経営情報の開示 

③ 説明責任の遂行 

  (2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他の体制の状況 

当事業年度の、当社の取締役は５名(内、社外取締役１名)、監査役は３名(内、社外監査役２名)であり、社外取締役によ

る客観的な立場での定期的な経営方針の協議及び戦略の検閲や、監査役による企業経営の監視体制を推進しております。取

締役大久保秀夫は、株式会社フォーバルの代表取締役会長兼社長であり、当社とフォーバル社との間には日常的な取引関係

がありますが、これは会社としての定型的な取引であります。当社はまた日常の業務において必要の都度、弁護士、税理士

等の専門家から経営判断上の助言を受け、「コンプライアンス規範」に基づきその維持、強化に努めております。 

② 社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係の概要 

社外取締役齋藤浩幸は、株式会社フォーバルの取締役副社長でありますが直接の利害関係は一切ありません。 

社外監査役は２名を招聘しており、うち１名は弁護士で、所属する法律事務所に対して一般的な顧問契約に基づいた報酬

の支払いを行っておりますが、社外監査役と当社との間でその他取引関係や利害関係はありません。 

③ コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

当社は会社法及び会社法施行規則に基づき、平成18年５月開催の取締役会にて業務の適正を確保するための体制(以下、

「内部統制システム」という。)に係る基本方針を承認決議し、今後基本方針に基づき必要な制度を整備し施策を実施し報

告してまいります。 

平成16年10月に個人情報保護法対策として、「個人情報保護に係る基本方針」を定め、社内活動組織を立ち上げ、全社員

に対する教育研修をはじめとする個人情報保護活動を推進しております。 

また、同じく平成16年10月には環境管理推進活動の一環として従前に作成した「環境方針」に基づき、各部の代表より成

る社内組織を立ち上げ、全社的な活動を開始しております。引き続き環境負荷を低減した製品の提供をベンダーと共同して

積極的に推進するとともに、多方面において活動内容の充実を図り、包括的な環境管理システムの構築を進めてまいりま

す。 

④ 内部監査及び監査役監査の状況 

当社には専任の内部監査担当はおりませんが、経営企画室に内部監査室を置いております。監査役は、監査役業務を遂行

するにあたり、必要に応じて管理本部の人員を指名して、監査業務の補助をする体制をとっております。また、監査役は内

部監査室より内部監査の実施状況について報告を受けるとともに、必要あるときは追加監査の実施、業務改善策の策定等を

求めることができる体制をとっております。 

会計監査人とは、四半期決算、中間決算及び本決算時並びに事業年度開始時に監査又はレビューのため来社した機会を利

用して、当該年度の監査計画、日程等及び監査結果、懸念事項等について打ち合わせを行っております。さらに、中間決

算、本決算時での監査結果も報告会を監査終了後に開催しており、そこで監査内容及び結果について意見交換を行っており

ます。また、不定期ではありますが、疑問点や不明な事項については、随時電話やメールでの情報交換を行っております。

⑤ 会計監査の状況 

会計監査については監査法人トーマツと契約しております。なお、業務を執行した公認会計士等の内容は以下のとおりで

あります。 

  

業務を執行した公認会計士 藤代 政夫 髙橋 正伸 

監査業務に係る補助者 
公認会計士   ５名
会計士補    ７名 
その他     １名 



  (3) 役員報酬及び監査報酬 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬及び監査法人に対する監査報酬は以下のとおりで

あります。 

  

役員報酬：取締役に支払った報酬     43百万円 

     監査役に支払った報酬      8百万円 

          計              52百万円 

  

監査報酬：公認会計士法第２条第１項に 

     規定する業務に基づく報酬   11百万円 

     (注) 上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

(3) 当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)から連結財務諸表を作成しているため、以下に掲

げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書については、前連結

会計年度との対比は行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の

連結財務諸表並びに、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日か

ら平成18年３月31日まで)の財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

    
当連結会計年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比 
(％) 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産         

1. 現金及び預金     146,206   

2. 受取手形及び売掛金     403,875   

3. 有価証券     329,078   

4. たな卸資産     106,799   

5. 繰延税金資産     684   

6. その他     82,500   

流動資産合計     1,069,144 85.6 

          

Ⅱ 固定資産         

1. 有形固定資産         

(1) 建物   17,616     

    減価償却累計額   2,293 15,323   

(2) 器具備品   73,710     

減価償却累計額   52,138 21,571   

有形固定資産合計     36,895 2.9 

2. 無形固定資産         

(1) ソフトウェア     18,929   

(2) その他     2,309   

無形固定資産合計     21,238 1.7 

3. 投資その他の資産         

(1) 投資有価証券     58,735   

(2) 長期前払費用     24,892   

(3) 繰延税金資産     9,098   

(4) 差入保証金     29,338   

投資その他の資産合計     122,064 9.8 

固定資産合計     180,199 14.4 

資産合計     1,249,343 100.0 

     



  

  

    
当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比 
(％) 

(負債の部)         

Ⅰ 流動負債         

1. 買掛金     211,845   

2. 未払金     36,191   

3. 未払法人税等     1,318   

4. 未払消費税等     1,669   

5. その他     37,478   

流動負債合計     288,503 23.1 

          

Ⅱ 固定負債         

1. 退職給付引当金     13,829   

固定負債合計     13,829 1.1 

負債合計     302,332 24.2 

          

（少数株主持分）         

少数株主持分     － － 

          

（資本の部）         

Ⅰ 資本金 ※１   441,990 35.4 

Ⅱ 資本剰余金     134,290 10.7 

Ⅲ 利益剰余金     402,458 32.2 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     △ 31,729 △2.5 

資本合計     947,010 75.8 

負債、少数株主持分及び資本合計     1,249,343 100.0 

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

    
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高     1,890,552 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,568,872 83.0 

売上総利益     321,679 17.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1   483,460 25.6 

   営業損失     161,780 △8.6 

Ⅳ 営業外収益         

1.受取利息   7,889     

2.受取配当金   487     

3.その他   224 8,601 0.5 

Ⅴ 営業外費用         

1.支払利息   19     

 2.為替差損   295 314 0.0 

  経常損失     153,494 △8.1 

Ⅵ 特別利益         

1.投資有価証券売却益   90,219 90,219 4.8 

Ⅶ 特別損失         

1.固定資産除却損 ※2 7,918     

2.たな卸資産廃棄損   2,126     

3.特定商品取扱中止損   12,650 22,695 1.2 

税金等調整前 
当期純損失 

    85,969 △4.5 

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,552   0.1 

法人税等調整額   73,507 75,059 3.9 

当期純損失     161,029 △8.5 

      



  
③ 【連結剰余金計算書】 

  

  

    
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

(資本剰余金の部)       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     131,708 

Ⅱ 資本剰余金増加高       

1. 新株予約権等の 

行使による新株の発行 
  2,582 2,582 

Ⅲ 資本剰余金期末残高     134,290 

        

(利益剰余金の部)       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     571,490 

Ⅱ 利益剰余金減少高       

  1.配当金   8,002   

  2.当期純損失   161,029 169,031 

Ⅲ 利益剰余金期末残高     402,458 

      



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

（注）前事業年度は個別キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、連結キャッシュ・フロー計算書は記載しておりません。 

  

  
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前当期純損失（△）   △85,969 

減価償却費   28,096 

退職給付引当金の増加額   824 

受取利息及び受取配当金   △8,376 

支払利息   19 

投資有価証券売却益   △90,219 

固定資産除却損   7,918 

売上債権の減少額   91,996 

たな卸資産の増加額   △16,754 

仕入債務の減少額   △114,847 

未払消費税等の減少額   △26,515 

その他   △383 

小計   △214,211 

利息及び配当金の受取額   8,340 

利息の支払額   △19 

法人税等の支払額   △1,870 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △207,760 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出   △24,287 

無形固定資産の取得による支出   △11,175 

投資有価証券の売却による収入   189,541 

保証金の差入による支出   △29,338 

差入保証金の回収による収入   31,344 

投資活動によるキャッシュ・フロー   156,084 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

株式の発行による収入   5,165 

配当金の支払額   △8,138 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △2,973 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   27,852 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △26,795 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   502,081 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 475,285 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 １社 

㈱クリエーティブソリューションズについて

は、当連結会計年度において新たに設立したた

め連結子会社に含めております。 

２ 持分法の適用に関する事項 非連結子会社及び関連会社が無いため、該当事

項はありません。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事

項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致して

おります。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

  

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）を採用しており

ます。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しておりま

す。 

② たな卸資産 

移動平均法による原価法を採用しておりま

す。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

① 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。 

建物    15年 

器具備品  ３年～５年 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）、販

売目的のソフトウェアについては、販売可能

な見込有効期間（３年）に基づいておりま

す。 



  

  

項目 
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (3) 重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

② 退職給付引当金 

当社の従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 

  

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。 

 (6) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に

関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価について

は、全面時価評価法を採用しております。 

６  連結調整勘定の償却に関する事項 該当事項はありません。 

７  利益処分項目等の取扱いに関する事

項 

利益処分又は損失処理の取扱い方法につい

ては、連結会計年度中に確定した利益処分又

は損失処理に基づいております。 

８  連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から

なっております。 



  
注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

(連結損益計算書関係) 

  

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

※1 当社の発行済株式総数は、普通株式8,046株であります。 

  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。  

  

広告宣伝費 13,744千円

役員報酬 52,199千円

給与手当 176,169千円

退職給付費用 4,093千円

地代家賃 27,016千円

諸手数料 52,052千円

業務委託費 21,416千円

※2  固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

  

建物 7,803千円

器具備品 114千円

 合計 7,918千円

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※1 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年3月31日現在） 

現金及び預金勘定   146,206千円 

有価証券勘定   329,078千円 

現金及び現金同等物   475,285千円 

  

  

  

   

   

   



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

当連結会計年度（自平成17年4月1日 至平成18年3月31日） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  該当事項はありません。 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券                        （千円） 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容                  （千円） 

  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

（借主側） 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相当額
（千円） 

減価償却累計 
額相当額 
（千円） 

期末残高相当額
（千円） 

器具備品 3,016 1,056 1,960 

合計 3,016 1,056 1,960 

（2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 597千円

１年超   1,422千円

合計 2,020千円

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 658千円

減価償却費相当額 603千円

支払利息相当額 82千円

（4）減価償却費相当額の算定方法 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 （5）利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。  

区分 金額 

売却額 197,684 

売却益の合計額       90,219 

 種類 貸借対照表計上額 

その他有価証券   

非上場株式 58,735 

Money Market Funds 329,078 



(デリバティブ取引関係) 

１．取引の状況に関する事項 

  

２．取引の時価等に関する事項 

当連結会計年度（平成18年 3月31日） 

契約額等の残高がないため該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

１．採用している退職給付制度の概要 

確定給付型の制度として、社内積立の退職一時金制度を採用しております。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

  

３．退職給付費用に関する事項 

  

４. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  簡便法を採用しているため、基礎率等について記載しておりません。 

  

当連結会計年度 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

(1) 取引の内容 

為替相場の変動によるリスクを軽減するため、為替予約取引等を

行うことがあります。 

(2) 取引に対する取組方針 

デリバティブ取引は、将来の為替相場の変動等によるリスク回避

を目的としており、投機的な取引は行わない方針であります。 

(3) 取引の利用目的 

デリバティブ取引は、通常の営業過程における輸入取引により発

生する為替相場のリスクを回避する目的で利用することにしており

ます。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

当期においては、デリバティブ取引を全く行っておりません。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

当社の先物為替予約取引は契約内容等について担当役員の承認を

受けた後、経理部が実行及び管理業務を行うことにしております。

経理部は月毎の定例取締役会に先物為替予約取引を含んだ財務報告

をすることにしております。 

  当連結会計年度 
（平成18年3月31日） 

退職給付債務（千円） △ 13,829 

退職給付引当金（千円） △ 13,829 

  当連結会計年度 
（自 平成17年 4月 1日 
 至 平成18年 3月31日） 

勤務費用（千円） 4,093 

退職給付費用（千円）  4,093 



(税効果会計関係) 

  

  
  

(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社グループは、ネットワーク・セキュリティ関連商品の販売及び保守、並びにこれらに関する各種サービスを提供する事業

を行っており、全て同一セグメントに属するため、該当事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

  

当連結会計年度 
（自 平成17年 4月 1日 
 至 平成18年 3月31日） 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

  

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 273千円

未払事業所税 493千円

その他有価証券評価差額金 11,521千円

繰延税金資産（流動）小計 12,288千円

評価性引当額 △11,603千円

繰延税金資産（流動）合計 684千円

   

繰延税金資産（固定）  

有形固定資産減価償却超過額 229千円

無形固定資産減価償却超過額 3,242千円

投資有価証券評価損 27,807千円

退職給付引当金 5,627千円

繰越欠損金 80,237千円

その他有価証券評価差額金 1,389千円

繰延税金資産（固定）小計 118,533千円

評価性引当額 △109,434千円

繰延税金資産（固定）合計 9,098千円

   

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主な項

目別の内訳 

  

法定実効税率 40.7％  

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 △1.0％  

評価性引当額 △125.6％  

その他 △1.5％  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △87.3％  

   



【関連当事者との取引】 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

（注）1.上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2.取引条件及び取引条件の決定方針等 

    商品販売につきましては、市場価格を参考に決定しております。 

  

  

属性 
会社等の名

称 
住所 

資本金又は出

資金(千円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等の所

有(被所有)割

合(%) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 
役員の兼任

等 

事業上の関

係 

親会社 
株式会社 

フォーバル 

東京都 

渋谷区 
4,150,294 

機器関連及

びネットワ

ーク関連事

業 

被所有 

直接 65.87 
兼任3名 

当社商品及

びサービス

の販売 

商品売上 84,100 売掛金 20,936 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額   117,699円58銭 

１株当たり当期純損失    20,051円00銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上
されているため、記載しておりません。 

 
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純損失   

当期純損失（千円） 161,029 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 161,029 

普通株式の期中平均株式数（株） 8,031 

    

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（千円） － 

普通株式増加数（株） － 

（うち新株予約権） － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株

式の概要 

平成12年 8月 7日臨時株主総会決議スト

ックオプション（新株引受権） 

普通株式 145株 

平成13年10月19日臨時株主総会決議スト

ックオプション（新株引受権） 

普通株式  17株 

平成14年 6月27日定時株主総会決議スト

ックオプション（新株予約権） 

普通株式 115株 

平成15年 6月25日定時株主総会決議スト

ックオプション（新株予約権） 

普通株式  80株 

平成16年 6月26日定時株主総会決議スト

ックオプション（新株予約権） 

普通株式  40株 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     207,902     120,903   

２ 受取手形     1,875     1,486   

３ 売掛金 ※1   493,997     361,670   

４ 有価証券     294,178     329,078   

５ 商品     82,941     103,734   

６ 貯蔵品     7,102     3,064   

７ 前渡金     33,423     34,179   

８ 前払費用     7,999     10,753   

９ 繰延税金資産     24,308     684   

10  関係会社貸付金     ―     9,000   

11 未収入金     12,366     12,911   

12 その他     ―     5,348   

流動資産合計     1,166,096 76.0   992,815 80.5 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物   11,589     17,616     

減価償却累計額   1,371 10,218   2,293 15,323   

(2) 器具備品   64,382     72,935     

減価償却累計額   41,249 23,132   51,892 21,042   

有形固定資産合計     33,350 2.2   36,366 3.0 

２ 無形固定資産               

(1) 特許権     382     322   

(2) ソフトウェア     20,891     18,929   

(3) 電話加入権     1,987     1,987   

無形固定資産合計     23,260 1.5   21,238 1.7 



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

３ 投資その他の資産             

(1) 投資有価証券     200,764     58,735   

(2) 関係会社株式     ―     80,000   

(3) 長期前払費用     9,936     5,806   

(4) 繰延税金資産     69,161     9,098   

(5) 差入保証金     31,344     29,338   

投資その他の資産合計     311,206 20.3   182,979 14.8 

固定資産合計     367,817 24.0   240,584 19.5 

資産合計     1,533,914 100.0   1,233,399 100.0 

      



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 買掛金     326,693     211,845   

２ 未払金     24,487     32,268   

３ 未払費用     9,590     8,593   

４ 未払法人税等     1,971     1,076   

５ 未払消費税等     28,185     ―   

６ 前受金     565     1,229   

７ 預り金     1,648     2,820   

８ その他     ―     382   

流動負債合計     393,141 25.6   258,216 20.9 

Ⅱ 固定負債               

１ 退職給付引当金     13,004     13,829   

固定負債合計     13,004 0.9   13,829 1.2 

負債合計     406,145 26.5   272,045 22.1 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※2   439,408 28.6   441,990 35.8 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金   131,708     134,290     

資本剰余金合計     131,708 8.6   134,290 10.9 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金   25,900     25,900     

２ 任意積立金               

(1) 別途積立金   450,000     450,000     

３ 当期未処分利益又は 
  当期未処理損失（△） 

95,590 △59,097    

利益剰余金合計     571,490 37.3   416,802 33.8 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     △14,837 △1.0   △31,729 △2.6 

資本合計     1,127,768 73.5   961,354 77.9 

負債資本合計     1,533,914 100.0   1,233,399 100.0 

      



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高             

１ プロダクトセールス 
  売上高 

1,065,942     884,886     

２ サポートサービス売上高 1,042,305 2,108,248 100.0 899,430 1,784,316 100.0 

Ⅱ 売上原価             

１ プロダクトセールス 
  売上原価 

            

商品期首たな卸高   62,932     70,191     

当期商品仕入高   874,310     764,011     

 合計   937,243     834,202     

その他経費   82     ―     

他勘定振替高 ※１ 690     ―     

商品期末たな卸高   70,191 866,444   92,034 742,168   

２ サポートサービス 
  売上原価 

            

商品期首たな卸高   72,070     12,750     

当期商品仕入高   638,852     635,782     

 合計   710,923     648,532     

外注費   2,240     1,302     

その他経費   104,541     122,282     

他勘定振替高 ※2 ―     37     

商品期末たな卸高   12,750 804,954   11,700 760,379   

売上原価合計     1,671,398 79.3   1,502,547 84.2 

売上総利益     436,849 20.7   281,769 15.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 広告宣伝費   14,387     12,142     

２ 運賃荷造費   2,000     2,233     

３ 役員報酬   50,379     52,199     

４ 給与   175,865     159,914     

５ 人材派遣費   8,634     15,349     

６ 退職給付費用   6,070     4,093     

７ 法定福利費   23,219     23,725     

８ 旅費交通費   5,520     2,882     

９ 通信費   10,426     10,694     

10 諸手数料   16,074     26,559     



  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

11 減価償却費   18,204     17,686     

12 地代家賃   41,720     25,794     

13 賃借料   1,613     1,271     

14 情報処理費   7,934     9,613     

15 業務委託費   27,823     20,926     

16 その他   42,322 452,199 21.4 44,395 429,484 24.1 

営業損失     15,349 △0.7   147,715 △8.3 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   17     96     

２ 有価証券利息   2,293     7,830     

３ 受取配当金   1,072     487     

４ 仕入割引   253     ―     

５ 事務所移転費用補填金   7,308     ―     

６ その他   4 10,950 0.5 224 8,638 0.5 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   ―     19     

２ 為替差損   6,177 6,177 0.3 295 314 0.0 

経常損失     10,577 △0.5   139,392 △7.8 

Ⅵ 特別利益               

１ 投資有価証券売却益   ―     90,219 90,219 5.1 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産除却損 ※3 13,848     7,918     

２ たな卸資産廃棄損   ―     2,126     

３ 特定商品取扱中止損   ― 13,848 0.7 12,651 22,695 1.3 

税引前当期純損失     24,425 △1.2   71,867 △4.0 

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,067     1,310     

過年度法人税等戻入額   5,963     ―     

法人税等調整額   △5,371 △10,267 △0.5 73,507 74,818 △4.2 

当期純損失     14,157 △0.7   146,685 △8.2 

前期繰越利益     109,748     87,588   

当期未処分利益又は 

当期未処理損失（△） 
    95,590     △59,097   

     



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 

  

（注）当事業年度は連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、個別キャッシュ・フロー計算書は記載しておりませ

ん。 

 
  

前事業年度 
(自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日) 

区分 
注記
番号

金   額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前当期純損失(△)   △24,425 

減価償却費   25,261 

退職給付引当金の増加額   1,731 

受取利息及び受取配当金   △1,089 

有価証券利息   △2,293 

固定資産除却損   13,848 

売上債権の増加額   △32,987 

たな卸資産の減少額   49,418 

仕入債務の減少額   △61,888 

その他   △7,503 

     小計   △39,928 

利息及び配当金の受取額   3,383 

法人税等の支払額   △39,245 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △75,790 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出   △25,729 

無形固定資産の取得による支出   △5,668 

保証金の差入による支出   △31,344 

保証金の返戻による収入   40,607 

その他   △5,110 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △27,244 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

株式の発行による収入   316 

配当金の支払額   △19,925 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △19,609 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   4,647 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △117,996 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   620,077 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 502,081 



④ 【利益処分計算書】 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   
前事業年度
株主総会承認日 
(平成17年６月25日) 

当事業年度 
株主総会承認日 
(平成18年６月24日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益又は 

当期未処理損失（△） 
   95,590   △59,097 

Ⅱ 任意積立金取崩額          

 １ 別途積立金取崩額  ― ― 200,000 200,000 

計    95,590   140,902 

Ⅲ 利益処分額          

 １ 配当金  8,002 8,002 8,046 8,046 

Ⅳ 次期繰越利益    87,588   132,856 

           



重要な会計方針 

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) ― 

  

  

(2) その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)を採用しております。 

(1) 子会社株式 

移動平均法による原価法を採用

しております。 

  

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

   時価のないもの 

  移動平均法による原価法を採用し

ております。 

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品及び貯蔵品 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

商品及び貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物     15年 

   器具備品   ３年～ ５年 

(1) 有形固定資産 

     同左 

  (2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）、販売目的のソフトウェ

アについては、販売可能な見込有効

期間（３年）に基づいております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

４ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、為替

差額は損益として処理しております。 

同左 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しておりま

す。 

(2) 退職給付引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 



  

  

会計処理方法の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

７ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。 

― 

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

  

前事業年度 
（自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

  

― 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審

議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年

10月31日 企業会計基準適用指針第６号)を当事業年度

から適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(損益計算書) 

 前事業年度まで独立事業として区分しておりました教

育事業は、当事業年度より教室運営を外部委託とし、売

上規模が縮少したため、サポートサービス事業に含めて

おります。 

 なお、教育事業の当期売上高は52,691千円、外注費は

1,400千円、その他経費は32,354千円であります。 

― 



追加情報 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（外形標準課税制度の導入について） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計

上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が2,286千円増加し、

営業損失、経常損失及び税引前当期純損失がそれぞれ

2,286千円増加しております。 

― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

(損益計算書関係) 

  

  

  

  （キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１. ―  

  

※２. 会社が発行する株式及び発行済株式の総数 

 会社が発行する株式の総数 普通株式 28,000株

 発行済株式の総数 普通株式 8,002株

※１. 関係会社に対する債権 

     売掛金            20,936千円  

※２. 会社が発行する株式及び発行済株式の総数 

 会社が発行する株式の総数 普通株式 28,000株

 発行済株式の総数 普通株式 8,046株

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１. 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。 

販売促進費 572千円

その他 117千円

計 690千円

※１. ― 

※２. ― ※２. 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。 

情報処理費 37千円

※３. 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

建物 11,923千円

原状回復費用等 1,925千円

※３. 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

  

建物 7,803千円

器具備品 114千円

合計 7,918千円

前事業年度 
(自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年3月31日現在) 

現金及び預金勘定 207,902千円

有価証券勘定 294,178千円

現金及び現金同等物 502,081千円

  



(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 (借主側) 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高 

相当額 

(千円) 

器具備品 3,016 452 2,563

合計 3,016 452 2,563

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 (借主側) 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高 

相当額 

(千円) 

器具備品 3,016 1,056 1,960 

合計 3,016 1,056 1,960 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

 (5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

１年内 576千円

１年超 2,020千円

合計 2,596千円

支払リース料 494千円

減価償却費相当額 452千円

支払利息相当額 74千円

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

 (5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

１年内 597千円

１年超 1,422千円

合計 2,020千円

支払リース料 658千円

減価償却費相当額 603千円

支払利息相当額 82千円



(有価証券関係) 

前事業年度（平成17年3月31日） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50%以上下落した場合には全て減損処理を行っております。 

  

２．当事業年度中に売却したその他有価証券(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  該当事項はありません。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当事業年度（平成18年3月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  

  種類 
取得原価 

（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

(1) 株式
 

107,465
 

147,069
 

39,604
 

(2）債券
 

 
 

 
 

 
 

① 国債・地方債等
 

－
 

－
 

－
 

② 社債
 

－
 

－
 

－
 

③ その他
 

－
 

－
 

－
 

(3) その他
 

－
 

－
 

－
 

小計
 

107,465
 

147,069
 

39,604
 

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

(1) 株式
 

－
 

－
 

－
 

(2）債券
 

 
 

 
 

 
 

① 国債・地方債等
 

－
 

－
 

－
 

② 社債
 

－
 

－
 

－
 

③ その他
 

－
 

－
 

－
 

(3) その他
 

－
 

－
 

－
 

小計
 

－
 

－
 

－
 

合計
 

107,465
 

147,069
 

39,604
 

種類 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券
 

 
 

非上場株式
 

53,695
 

Money Market Funds
 

294,178
 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

  

２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  

  （退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

確定給付型の制度として、社内積立の退職一時金制度を採用しております。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

  

３．退職給付費用に関する事項 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

簡便法を採用しているため、基礎率等について記載しておりません。 

  

前事業年度 
（自 平成16年 4月 1日 
 至 平成17年 3月31日） 

(1) 取引の内容 

為替相場の変動によるリスクを軽減するため、為替予約取引等を行うことがあります。 

(2) 取引に対する取組方針 

デリバティブ取引は、将来の為替相場の変動等によるリスク回避を目的としており、投

機的な取引は行わない方針であります。 

(3) 取引の利用目的 

デリバティブ取引は、通常の営業過程における輸入取引により発生する為替相場のリス

クを回避する目的で利用することにしております。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

当期においては、デリバティブ取引を全く行っておりません。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

先物為替予約取引は契約内容等について担当役員の承認を受けた後、経理部が実行及び

管理業務を行うことにしております。経理部は月毎の定例取締役会に先物為替予約取引を

含んだ財務報告をすることにしております。 

前事業年度 
（平成17年 3月31日） 

  
契約額等の残高がないため、該当事項はありません。 
  

  
前事業年度 

（平成17年3月31日） 

退職給付債務（千円）
 

△ 13,004
 

退職給付引当金（千円）
 

△ 13,004
 

  
前事業年度 

（自 平成16年 4月 1日 
 至 平成17年 3月31日） 

勤務費用（千円）
 

6,169
 

退職給付費用（千円）
 

6,169
 



   （税効果会計関係） 

  

  

（持分法損益等） 

  前事業年度（自 平成16年 4月 1日 至 平成17年 3月31日） 

  関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

  

   【関連当事者との取引】 

    前事業年度（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日） 

   該当事項はありません。 

  

前事業年度 
(平成17年 3月31日) 

当事業年度 
(平成18年 3月31日) 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

  

  

繰延税金資産（流動）   

未払事業税 456千円 

その他有価証券評価差額金 22,854千円 

その他 998千円 

繰延税金資産（流動）計 24,308千円 

    

    

    

繰延税金資産（固定）   

退職給付引当金 5,291千円 

投資有価証券評価損 51,401千円 

有形固定資産減価償却超過額 407千円 

無形固定資産減価償却超過額 6,911千円 

繰越欠損金 17,824千円 

繰延税金資産（固定）計 81,836千円 

繰延税金負債（固定）   

その他有価証券評価差額金 12,674千円 

繰延税金資産（固定）の純額 69,161千円 

  

  

繰延税金資産（流動）   

未払事業税 273千円 

未払事業所税 410千円 

その他有価証券評価差額金 11,521千円 

繰延税金資産（流動）小計 12,205千円 

評価性引当額 △11,521千円 

繰延税金資産（流動）合計 684千円 

    

繰延税金資産（固定）   

有形固定資産減価償却超過額 229千円 

無形固定資産減価償却超過額 3,242千円 

投資有価証券評価損 27,807千円 

退職給付引当金 5,627千円 

繰越欠損金 74,463千円 

その他有価証券評価差額金 1,389千円 

繰延税金資産（固定）小計 112,760千円 

評価性引当額 △103,661千円 

繰延税金資産（固定）合計 9,098千円 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下である

ため注記を省略しております。 

  

法定実効税率 40.7％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 △1.1％ 

評価性引当額 △142.3％ 

その他 △1.4％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △104.1％ 

    



 (１株当たり情報) 
  

（注）1株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 140,935円81銭 １株当たり純資産額 119,482円29銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、１株当たり当期純損失が計上されているため、
記載しておりません。 

  

１株当たり当期純損失 1,769円74銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、１株当たり当期純損失が計上されているため、
記載しておりません。 

  

１株当たり当期純損失 18,264円96銭

  
前事業年度 

(自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日) 

１株当たり当期純損失     

当期純損失（千円） 14,157 146,685 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 14,157 146,685 

普通株式の期中平均株式数（株） 8,000 8,031 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） － － 

（うち新株予約権） － － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

平成12年 8月 7日臨時株主

総会決議ストックオプショ

ン（新株引受権） 

普通株式 163株 

平成13年10月19日臨時株主

総会決議ストックオプショ

ン（新株引受権） 

普通株式  26株 

平成14年 6月27日定時株主

総会決議ストックオプショ

ン（新株予約権） 

普通株式 185株 

平成15年 6月25日定時株主

総会決議ストックオプショ

ン（新株予約権） 

普通株式 120株 

平成16年 6月26日定時株主

総会決議ストックオプショ

ン（新株予約権） 

普通株式  40株 

平成12年 8月 7日臨時株主

総会決議ストックオプショ

ン（新株引受権） 

普通株式 145株 

平成13年10月19日臨時株主

総会決議ストックオプショ

ン（新株引受権） 

普通株式  17株 

平成14年 6月27日定時株主

総会決議ストックオプショ

ン（新株予約権） 

普通株式 115株 

平成15年 6月25日定時株主

総会決議ストックオプショ

ン（新株予約権） 

普通株式  80株 

平成16年 6月26日定時株主

総会決議ストックオプショ

ン（新株予約権） 

普通株式  40株 



(重要な後発事象) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 平成17年６月１日開催の当社取締役会において、子会

社を設立することを決議いたしました。 

  

１．子会社の概要 

  

２．子会社設立の理由 

  急速に進むネットワーク社会に対し、その運用管理

技術者は慢性的に不足しており、ネットワーク技術者

に対する需要は非常に高まっております。しかし、技

術者の採用コストは増加傾向にあり、自社の社員とし

て新たに育成することは容易ではありません。 

  また、個人情報保護法の影響もあり、社会的にセキ

ュリティ意識が益々高まってきており、セキュリティ

運用管理者に対するニーズも同様に大きくなってきて

おります。 

  一方人材ビジネスと考えた場合、派遣業界は現在も

市場が拡大しており、将来的に拡大余地の大きい成長

分野と期待されております。 

  当社はネットワークセキュリティ専門企業として長

年培ってきた経験および知識を活用できる新しいビジ

ネスを検討してまいりました。その結果、株式会社IT

ワークスと業務提携し、人材教育プログラムを融合す

ることにより、早期に技術者を育成できる仕組みを確

立いたしました。そして、有望なビジネス分野である

と判断したことにより、新規事業に進出することを決

定いたしました。 

(1) 商  号 株式会社クリエーティブソリューシ

ョンズ 

(2) 設立時期 平成17年６月７日 

(3) 所 在 地 東京都世田谷区用賀四丁目10番１号

(4) 代表者名 代表取締役 浦野 義朗 

(5) 資 本 金 8,000万円 

(6) 株主構成 株式会社フォーバルクリエーティブ

100％ 

(7) 会社の目的 ネットワークおよびITセキュリティ

分野の管理者・技術者の人材育成お

よびアウトソーシング業務等 

(8) 当社との資本関係、人的関係、取引関係等の概要

  ①資本関係 本件子会社は、当社の全額出資によ

り設立されます。 

  ②人的関係 当社取締役２名と従業員２名が役員

に就任いたします。 

  ③取引関係 技術者の派遣を受け入れる可能性が

ございます。 

― 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 
  

  

【その他】 
  

  

【有形固定資産等明細表】 
  

  
(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  

投資有価証券 
その他有 
価証券 

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 

(千円) 

Fortinet, Inc. 333,333 58,735 

Secure Networking Company AG 5,844 0 

CK-HOREX CO., LTD. 900 0 

計 340,077 58,735 

有価証券 
その他有 
価証券 

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額 

(千円) 

Money Market Funds 2,801,386.97 329,078 

計 2,801,386.97 329,078 

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産               

 建物 11,589 17,616 11,589 17,616 2,293 2,414 15,323 

 器具備品 64,382 10,078 1,525 72,935 51,892 12,053 21,042 

有形固定資産計 75,972 27,695 13,115 90,551 54,185 14,467 36,366 

無形固定資産               

 特許権 476 － － 476 153 59 322 

 ソフトウェア 28,526 4,836 － 33,363 14,434 6,798 18,929 

 電話加入権 1,987 － － 1,987 － － 1,987 

無形固定資産計 30,990 4,836 － 35,827 14,588 6,858 21,238 

長期前払費用 15,330 1,138 － 16,468 10,662 5,268 5,806 

(1)有形固定資産（建物） … 本社内部造作工事 17,616千円 

(2)有形固定資産（器具備品） … コンピューター及びコンピューター関連機器購入 10,078千円 

(3)無形固定資産（ソフトウェア） … コンピューターソフトウェア購入 4,836千円 

(4)投資その他の資産 （長期前払

費用） 
… Websenseライセンス購入 

1,138千円 

有形固定資産（建物） … 旧本社内部造作工事 10,097千円 



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式数はありません。 

２ 資本金及び資本準備金の当期増加額は、新株引受権及び新株予約権(何れもストックオプション)の行使によるものであり

ます。 

  

【引当金明細表】 

該当事項はありません。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(千円) 439,408 2,582 ― 441,990 

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式(注)1、2 (株) (8,002) (44) (―) (8,046)

普通株式(注)2 (千円) 439,408 2,582 ― 441,990 

計 (株) (8,002) (44) (―) (8,046)

計 (千円) 439,408 2,582 ― 441,990 

資本準備金及び 
その他資本剰余
金 

(資本準備金)           

株式払込剰余金 
(注)2 

(千円) 131,708 2,582 ― 134,290 

計 (千円) 131,708 2,582 ― 134,290 

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (千円) 25,900 ― ― 25,900 

(任意積立金)           

別途積立金 (千円) 450,000 ― ― 450,000 

計 (千円) 475,900 ― ― 475,900 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

  

ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)期日別内訳 

  

  

内訳 金額(千円) 

現金 48 

預金   

普通預金 120,809

別段預金 44 

計 120,853 

合計 120,903 

相手先 金額(千円) 

ダイワボウ情報システム㈱ 1,486 

合計 1,486 

期日別 金額(千円) 

平成18年５月 722 

    ６月 764 

合計 1,486 



ハ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 
  

  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

ニ 商品 
  

  

ホ 貯蔵品 
  

  

相手先 金額(千円) 

㈱データコントロール 101,839 

ネットワンシステムズ㈱ 37,556 

日本電気通信システム㈱ 37,041 

ネクストコム㈱ 35,790 

㈱日立情報システムズ 34,770 

㈱フォーバル 20,936 

日本ユニシス㈱ 10,453 

その他 83,282 

合計 361,670 

前期繰越高(千円) 
  
(Ａ) 

当期発生高(千円)
  
(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  
(Ｃ) 

次期繰越高(千円)
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  
(Ｃ)

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

493,997 1,873,532 2,005,858 361,670 84.7 83.4 

品目 金額(千円) 

FortiGate 43,121 

Logstare 30,353 

Secureblade 19,142 

その他 11,118 

合計 103,734 

区分 金額(千円) 

カタログ 2,904 

その他 159 

合計 3,064 



② 負債の部 

イ 買掛金 

  

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(千円) 

Check Point Software Technologies Ltd. 101,080 

Fortinet, Inc. 56,382 

㈱セキュアヴェイル 34,610 

Websense, Inc. 3,892 

丸紅ソリューション㈱ 3,438 

ソフォス㈱ 3,032 

その他 9,411 

合計 211,845 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 平成18年６月24日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、当会社の公告方法は次のとおりとなりました。 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることがで

きない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

http://www.forval-c.co.jp/finance/index.html 

  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100株券、10株券、１株券を株式数を表示した株券 

中間配当基準日 ９月30日 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 印紙税相当額 

端株の買取り   

  取扱場所 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店 

  買取手数料 株式の売買委託に係る手数料として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社の親会社等の株式会社フォーバルは、継続開示会社(ジャスダック証券取引所)であります。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(提出会社の特定子会社の異動)に基づく臨時報告書を平成

17年６月３日関東財務局長に提出 

(2) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度(第14期)(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月27日関東財務局長に提出 

(3) 半期報告書 

(第15期中)(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月16日関東財務局長に提出 

(4) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(提出会社の財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事

象)及び第19号(連結会社の財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象)に基づく臨時報告書を平成18年３月31

日関東財務局長に提出 

(5) 有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度(第14期)(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)の有価証券報告書に係る訂正報告書を平成18年

６月19日関東財務局長に提出 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

株式会社フォーバルクリエーティブ 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社フォーバルクリエーティブの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社フォーバルクリエーティブ及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
  

  

平成18年６月24日

取 締 役 会  御 中

監 査 法 人 ト ー マ ツ  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  藤  代  政  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  髙  橋  正  伸  ㊞ 

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

株式会社フォーバルクリエーティブ 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社フォーバルクリエーティブの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第14期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社フォーバルクリエーティブの平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年６月７日に株式会社クリエーティブソリューションズを設

立した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
  

  

平成17年６月25日

取 締 役 会  御 中

監 査 法 人 ト ー マ ツ  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  藤  代  政  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  髙  橋  正  伸  ㊞ 

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

株式会社フォーバルクリエーティブ 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社フォーバルクリエーティブの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第15期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社フォーバルクリエーティブの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績の状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
  

  

平成18年６月24日

取 締 役 会  御 中

監 査 法 人 ト ー マ ツ  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  藤  代  政  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  髙  橋  正  伸  ㊞ 

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 
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